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大正時代に制定された信託法が全面改正され

た。現在，高齢者・障害者等の財産管理や事業

の資金調達等に信託を利用しようとするニーズが

高まっており，改正された信託法の下でのさらな

る活用が期待されている。今後は，弁護士も業務

を行なう上で信託に関わる機会も増えると思われ

る。そこで，今月号では，弁護士として知っておく

べき信託法改正のポイントとともに，倒産手続と

の関係や福祉型信託について特集を組んでみた。

ぜひ，ご一読いただきたい。
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1 はじめに

新信託法が2007年9月30日施行された。1923年

（大正12年）1月1日旧破産法と同時に施行された旧

信託法が80年余を経て全面改正されたのである。信

託と言えば普通，投資信託や年金信託など，信託銀

行による信託が思い浮かび，実際，受託残高700兆

円を超える信託銀行等による商事信託（と本稿では

呼ぶこととする）が社会に根付いている。ところで，

旧信託法は僅か75条と，新信託法が271条からなる

のと比べ，極めて簡潔な体裁をとっていたが，その不

足を補う役割を果たしたのが商事信託中心の信託法

理の発展であった。しかしながら信託の有用性は商

事信託の分野に限られるものではない。信託は，民

事信託の分野においても，国民個々の財産管理や事

業承継等，様々なニーズに応えることができる重要

なツールである。新信託法はまさに，民事・商事い

ずれの信託にも共通する実体法のプラットホームとし

ての役割を果たすものとして導入されたのである。

2 信託とは

ある財産について，所有者が自由に権利を行使す

ることは許されず，何らかの目的に従い所有名義と

は別に実質的な利益を享受する第三者が存在すると
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いう状況は，信託法理を待たずして実際にあり得る

ことである。しかし実体法に置き直した場合，（制限

物権以外）民法法理だけでは単なる契約的な拘束力

に留まり，更には法的拘束力のない単なる希望・期待

にすぎないということもあり得よう。これに対し信託

制度においては，受託者が信託財産を所有するにも

拘わらず，実質的な利益は受益者に帰属し，受益者は

受益権という債権の形を採りながらも，受託者およ

び信託財産に対し物権的とも言える強い権利（受託

者の権限違反行為の取消権（27条），受託者の法令・

信託行為違反行為の差止請求権（44条1項））等が与

えられている。そしてその裏腹として受託者に対し

ては，信託財産の所有はするものの，常に信託目的

に沿って受益者のために行動しなければならないとい

う委任契約とは質的に異なる忠実義務やその他様々

な厳しい義務と責任を負わせている（表1参照）。

また信託財産は受託者所有の財産であるにも拘わ

らず，信託であるが故，受託者の債権者から強制執

行等を受けず（23条1項），受託者破産時に破産財団

を構成しない（25条1項）という独立性を有する。

それゆえ信託財産には言うまでもなく法人格も法主

体性もないにも拘わらず，あたかも信託財産に独立

した法主体性があるかのごとく考え整理することが

信託法理において必要な場面も多々存在する。

3 新信託法の基本的視点と
3 新たな諸制度の導入

新信託法の基本的視点であるが，信託という優れ

た制度を商事信託のみならず，別稿が論じる高齢者

や障害者の財産管理の目的等，民事信託の分野でも

活用し，多様な信託目的に応じられるようにするた

め，受託者の義務の明確化・合理化を図りつつ，そ

の一方で柔軟性確保のため任意法規化を図り，また，

受益者の監督的機能を重視し受益者の権利の明確

化・強化を図る。そのため，新信託法はこれまで発

展した信託法理を条文化しただけでなく，例えば，
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（1）契約でなくても設定が可能 

（2）契約能力からの切り離し（遺言信託：15歳以上可， 但し受託者は未成年者不可） 

（3）信託財産の倒産隔離 

（4）信用力の切り分けが可（証券化による資金調達が可） 

（5）受託者の信用力の利用が可， 信託財産の管理運用が円滑 

（6）受託者の独自の判断権 

（7）受益者の物権的権利（取消権， 差止請求権） 

（8）受託者の義務の強化（19か条） 

（9）受託者による辞任の制限（裁判所の許可要） 

 

信　託 委任契約  

契約 

契約能力必要 

委任者の債権者による差押可 

不可 

受任者の権限の有無， 権限内か否かの確認要 

受任者にとって委任者の指示は絶対 

委任者は受任者の責任追及のみ 

善管注意義務のみ（4か条） 

いずれの当事者からもいつでも終了可 

いずれの当事者の死亡で終了 （10）死後も続く信託―委託者の死亡は信託関係に影響せず， 受託者の死亡は信託 
（10）契約に定めのない場合は裁判所が後継受託者を選任 

表1　委任契約と信託の比較 

（注）樋口範雄「入門・信託と信託法」（弘文堂， 2007年）4頁に基づき作成。 
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信託契約の要物契約性，有価証券に対する信託の公

示，受託者義務の強行法規性，自己執行義務等，こ

れまで実務の障害となっていた旧信託法の諸規定や

一部の信託法理を改めている。

更に，新信託法は，信託が当事者の創意工夫によ

って社会の様々な場面で利用可能とするため新しい

制度を積極的に導入している。そうした新制度とは，

①委託者が受託者となることができる自己信託（但

し，周知徹底のため施行は1年遅れる），②事業その

ものを信託財産とする事業の信託，③金融商品とし

ての受益権の流通促進のためにその有価証券化を可

能とする受益証券発行信託（207条），④器としての

性格を明らかにするため受託者の責任を信託財産に

限る限定責任信託（216条），⑤受益者は存在せず受

託者は信託目的に従って信託財産を管理する目的信

託（258条），⑥民法法理では必ずしも有効とは一般

に考えられていない後継ぎ遺贈と同趣旨の効果を達

成できる後継ぎ遺贈型受益者連続信託（91条）等で

あり，今後の展開が大いに期待できる。

4 信託の成立

旧法が信託の成立につき「本法ニ於テ信託ト称ス

ルハ財産権ノ移転其ノ他ノ処分ヲ為シ他人ヲシテ一

定ノ目的ニ従ヒ財産ノ管理又ハ処分ヲ為サシムルヲ

謂フ」（旧法1条）と極めて簡潔に規定したため，

様々な解釈上の疑義が存在した。これに対し，新信

託法は信託の定義規定（2条1項）の他，信託の成立

につき，その方法と効力発生に分け，信託の方法に

ついては，「信託は，次に掲げる方法のいずれかによ

ってする。一　特定の者との間で，当該特定の者に

対し財産の譲渡，担保権の設定その他の財産の処分

をする旨並びに当該特定の者が一定の目的に従い財

産の管理又は処分及びその他の当該目的の達成のた

めに必要な行為をすべき旨の契約…を締結する方法

二（省略） 三　特定の者が一定の目的に従い自己

の有する一定の財産の管理又は処分及びその他の当

該目的の達成のために必要な行為を自らすべき旨の

意思表示を公正証書その他の書面又は電磁的記録…

で当該目的，当該財産の特定に必要な事項…を記載

し又は記録したものによってする方法」（3条）と明

瞭に規定する。この1号中の「担保権の設定」から

は担保権の債権者からの分属を認めるセキュリティ

トラストと言われる制度が可能であることが明らかに

され，また，この3号は，新信託法で注目度が最も高

い制度の一つである自己信託を認めた規定である。

なお，信託の効力発生については，信託契約にあ

っては信託契約締結により，自己信託にあっては公

正証書等の作成時，または公正証書等以外の場合は

確定日付のある証書による通知時とする（4条）。

5 受託者の義務と責任

受託者とは「信託行為の定めに従い，信託財産に

属する財産の管理又は処分及びその他の信託の目的

の達成のために必要な行為をすべき義務を負う者」（2

条5項）と定義されているが，信託財産を自己の名

義で管理する受託者の義務と責任は極めて重要な意

味合いを持つ。受託者の義務としては，信託事務遂

行義務（29条1項），善管注意義務（同条2項），忠

実義務（30条から32条），公平義務（33条），分別管

理義務（34条），情報提供義務（36条から39条），ま

た旧法の自己執行義務に置き換わる信託事務の第三

者委託に関連する義務（35条）等が新信託法上規定
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されている。いずれも信託制度が受託者に対する

「信認」を中核とした制度であることから，民法の同

種あるいは類似の義務とは質的に異なるとも言える

重い内容である。

特にこの中で注目すべきは忠実義務である。これ

は受託者はもっぱら受益者の利益を図らなければな

らず，信託事務の執行において自己の利益を図るこ

とを禁止する義務のことであって，新信託法は一般

規定（30条）の他，その内容を明確にするため，具

体的に利益相反行為を示し（31条1項），他方，利益

相反行為禁止のルールの遵守から生じる不合理な状

況を回避し，受託者が信託財産管理において保守

的・消極的にならないよう例外を明記する（同条2

項）。また，受益者の利益に反する受託者の行為を禁

止し（32条1項），かかる行為を信託財産のためにし

たものとみなす介入権を受益者に認める（同条4項）。

なお，忠実義務に関し注目すべき点は，その違反

行為により受託者又はその利害関係人が得た利益の

額と同額の損失を信託財産に生じさせたものと推定

するという規定が置かれたことである（40条3項）。

英米法では，忠実義務違反により受託者が得た利益

を受託者が取得することは禁止され，これを「吐出

し」信託財産に帰属させる利益吐出し責任が忠実義

務の制度的担保であるが，新信託法もこれに一歩近

づいたものと評価できよう。

受託者の義務違反に対する救済法理として，受託

者は，信託に損害を与えた場合には損失てん補責任

また信託財産に対する原状回復責任（40条1項）を

負い，更に受益者による受託者による権限違反行為

の取消権（27条），違法・違反行為の差止請求権（44

条1項）が規定されており，信託制度が単なる民法の

一契約類型とは異なるものであることを知ることが

できよう。

6 受益者の権利および受益権の性質

新信託法の下，受益権とは，①受益債権（「信託行

為に基づいて受託者が受益者に対し負う債務であっ

て信託財産に属する財産の引渡しその他の信託財産

に係る給付をすべきものに係る債権」）と，②これを

確保するための権利（「法律の規定に基づいて受託者

その他の者に対し一定の行為を求めることができる

権利」）の総体である（2条7項）。受益権を有する者

が受益者であり，受益者は受託者の行為を監督する

重要な役割を果たすことが期待されている。例えば，

受益者は受託者の辞任（57条1項），新受託者の選任

（62条1項），信託の変更（149条），信託の終了（164

条），受託者の責任免除（42条）等，信託に関連する

意思決定権を有し，また受託者に対する監督権を行

使するため，信託事務処理状況の報告請求権（36

条），帳簿等閲覧等請求権（38条），受託者に対する

損失てん補・原状回復請求権（40条1項），受託者の

権限違反行為の取消権（27条），利益相反行為の取消

権（31条6項）等，信託行為（信託契約等，信託の方

法のこと。2条2項）によっても制限できない権利が

多数，新信託法中規定されている（92条参照）。

ところで信託制度においては民法の第三者のため

にする契約や贈与契約とは異なり，受益者は信託行

為によって一方的に受益権の付与を受けるが，旧信

託法においては受益権は権利のみならず債務も負う

ものと規定されていた。すなわち，受託者は受託者

の費用・報酬や信託事務の処理上の損害の補償請求

を受益者にすることができるとされていたが（旧法

36条，37条），新信託法では，信託制度にとって極

めて異例なこうした規定は排除され（48条5項），受

益権は権利の総体として明確に位置づけがなされて

いる。
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7 信託財産についての規律

信託財産は受託者の所有名義ではあるが，受託者の

固有財産とは独立した存在である。受託者の債権者

の差押等に対して，受託者または受益者は第三者異議

の訴えをすることができ（23条5項），また別稿が論じ

るように，信託財産自体が破産手続きに服することが

可能とされている。他方，信託財産は受託者所有の

財産であることから，受託者の固有財産との識別が問

題となる状況も考えられ，その場合に共有を擬制する

（18条1項）等，新信託法上，固有財産と信託財産の

関係については物権法に準ずる規律が図られている。

なお，信託財産の固有財産からの独立性を明確に

するため，受託者に分別管理義務を課し（34条），特

に不動産等，登記又は登録可能な財産については信

託の登記又は登録により信託の公示をなす義務を課

し，かつこれなくしては「当該財産が信託財産に属

することを第三者に対抗することができない」とし

（14条），取引の安全を図っている。

8 民事信託と信託業法との関係

新信託法は民事信託の発展を図るため，遺言信託・

遺言代用信託に関連する規定の整備（5条，90条，147

条），後継ぎ遺贈型受益者連続信託の導入（91条），受

益者の指定・変更権のある信託の整備（89条）等を図

っており，高齢化社会における世代間の円滑な財産の

承継のためのシステムとして信託の持つ優れた機能

が活用されることが期待されている。しかしながら，

信託業法が，同法の適用のある信託業につき，「信託

の引受け…を行う営業」（同法2条1項）と包括的に定

義し，この定義から，受託行為を継続反復して行ない

対価を得れば信託業に該当し，信託業法違反を問わ

れるおそれもあるため，弁護士による民事信託の引受

けが実質妨げられてきたと言える。ところで，今般，

新信託法と併せて改正された信託業法中に例外規定

が設けられ，弁護士にあっては「弁護士業務に必要な

費用に充てる目的で債務者から金銭の預託を受ける

行為」，その他委任契約・請負契約と付随して金銭の

預託を受ける場合は例外とされ，規制の緩和が図られ

ている（信託業法施行令1条の2）。しかし，これだけ

では民事信託の発展のためには不十分であり，弁護士

が一般市民のため受託者となって財産の管理にあた

れるよう信託業法の更なる改正が必要とされている。

9 信託業法による受託者義務の修正

信託業法は信託業に対する参入規制の他，信託に

対する規律も図り，特に新信託法上の受託者の義務

につき，その内容を変更している点も多い。例えば，

新信託法上，善管注意義務は任意規定とされている

が，信託業法では強行法規とされ（同法28条2項），

忠実義務の解除についても要件の厳格化・明確化が

図られている（同法29条3項）。また，信託事務の第

三者委託に関しても，委託を受けた第三者は旧信託

法の規律と同様，受託者と同じ義務を負う（同法22

条2項）等，新信託法とは異なる規律をしている。

10 新しい信託諸制度の活用

前述したように新信託法は信託が創意工夫によっ

て活用されることを期待し，そのためのツールとして

幾つかの新しい制度を導入しているが，以下では
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その一部を簡単に紹介することとしたい。

（1）事業の信託の活用

旧信託法では，積極財産と消極財産を含む信託は

一般に認められないと考えられたため，土地信託の例

はあったものの，いわゆる事業の信託はなされなかっ

た。新信託法は信託設定と同時に受託者が債務引受

けができることを明文（21条1項3号）で認めたが，

これにより事業の信託が可能となったと解されている

（図1参照）。事業の信託は，業績連動型トラッキングス

トックの代替として，また事業の証券化の手法として，

企業の資金調達にとって有用な手段となり得よう。

（2）自己信託を利用した事業の信託

なお，新信託法が自己信託を認めたことから，事業

の信託と自己信託，更に限定責任信託を組み合わせる

ことにより，会社法上の会社分割や事業譲渡の代替と

して信託を活用することも期待されている（図2参照）。

（3）目的信託の利用

新信託法により導入された目的信託（図3参照）は，

①非営利活動に対する民間資金の導入のための受け

皿，②特定の研究開発や文化的活動のための奨励

金・奨学金の給付のための受け皿，③企業における

CSR活動の受け皿，④資産流動化における特別目的

会社の株式保有の受け皿，⑤地域社会における市民

活動やボランティア活動の受け皿，⑥オープンソフト

ウェアの自由な利用のための受け皿，⑦飼い主死亡

後のペットの飼育のための受け皿等，多様な可能性

を秘めるものである。

11 おわりに

以上，必ずしも説明が十分ではないところもある

と思われるが，新信託法の下商事信託だけでなく，

民事信託の発展が期待されており，国民生活におい

ても，また弁護士業務にとっても今後信託制度が重

要な役割を果たすことが期待される。
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委託者＝受益者 事業 

債務 

財産 

受託者 

債務引受け 

信託 

受益者 

事業 

自己信託 

　  ＋ 

限定責任信託 受託者 

 

委託者 

受益権 

受託者 

受益者 
定めなし 

信託財産 

信託の目的 

委託者 
信託譲渡 

図1   事業の信託

図2   自己信託及び限定責任信託を利用した事業の信託

図3   目的信託

＊図1～3は筆者作成
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1 はじめに

2006年に，約80年ぶりに新信託法が成立し，また

信託業法等の大改正を受けて信託財産や受託者が多

様化されたことにより，受託者の倒産ということが現

実性をもって議論されるようになった。信託の最も特

徴的な点は「信託財産の独立性」である。「信託財産

の独立性」とは，信託財産が，受託者の名義となっ

ていても，受託者の固有の財産とはならず，受託者の

固有財産と区別して扱われることをいう。「信託財産

の独立性」が最も顕著に表れるのが信託関係者の倒

産時である。今般の改正では，委託者の倒産時，受

託者の倒産時，また信託財産自体の倒産を観念した

規律が定められたので，これらを概観する。なお紙面

の都合で，以下には原則的な場合を主として記載し

たが，信託には，「信託の柔軟性」というもう一つの

特徴があり，信託をつくるときの取り決めである信託

行為は，基本的に極めて柔軟に設計することができる

ので，その点に留意されたい。

2 受託者の倒産

（1）受託者の破産

ア 受託者の地位

受託者が破産手続開始決定を受けると，原則とし

て，受託者の任務は終了する（56条1項3号）。信託は，

委託者財産の管理処分を受託者に委ねるものであ

るが，受託者が破産手続開始を受けたという事態で

は，信任関係を継続できないのが通常だからである。

受託者の任務が終了した場合は，前受託者は，受

益者に対し，その旨を通知し（59条1項），かつ破産

管財人に対して，信託財産に属する財産の内容や所

在等を通知する義務がある（59条2項）。

イ 破産管財人の義務

破産管財人は，新受託者が信託事務を承継する

ことができるまで，信託財産に属する財産を保管

し，かつ信託事務の引継ぎに必要な行為をしなけ

ればならない（60条4項）。これは信託事務の混乱

回避のために緊急避難的に認められた義務である。

なお破産管財人は，双方未履行双務契約の解除

権を有する（破産法53条1項）ことから，同条に

基づいて信託契約を解除できるかが問題となる。し

かし信託財産は，受託者の財産ではあるが，受託

者の債権者による信託財産に属する財産に対して

の強制執行は，原則として禁止され（23条1項），

また受託者の任務終了時に新受託者に承継される

ものとされていることから（75条1項），旧法時代

から破産財団を構成しないとされている。従って，

信託契約は，破産管財人の管理処分権が及ばない

財産に関する契約であることから，破産法53条1項

の適用の余地がないものと解される。

ウ 信託財産への影響

破産開始決定があっても，信託財産に属する財

産は破産財団を構成せず（25条1項），影響を受け

ない。信託財産は，イで述べたとおり，受託者の固

有財産とは分離・独立した財産であるからである。

エ 受益債権と信託債権

受益債権も，破産債権とはならない（25条2項）。

受益債権とは，受益権に基づく元本の交付請求権や

配当の支払請求権等である（2条7項）が，その性質

上信託財産のみを引き当てにするものであり（21条

1項1号），信託財産が破産財団に属しない（25条1

項）以上，破産手続の対象とならないからである。

信託債権とは，受託者が信託財産に属する財産

をもって履行する責任を負う債務（信託財産責任

会員　三村藤明（39期）2倒産と信託
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負担債務・2条9項）であって受益債権を除くもの

である（21条2項2号）が，破産財団とは分離・独立

した財産である信託財産を引き当てにした債権で

あるので破産債権とはならない（25条2項）。

（2）受託者の民事再生・会社更生

ア 受託者の任務

受託者の任務は，受託者が再生手続ないし更生

手続の開始決定を受けたことによっては，原則とし

て終了しない（56条5項，7項）。再生手続も更生

手続も目的は事業の再生にあるが，当然に任務が

終了するのでは，その趣旨に反するからである。

但し，管財人が選任されたときは，受託者の職

務の遂行並びに信託財産に属する財産の管理処分

権は管財人に専属する（56条6項，7項）。受託者が

継続して信託業務を行なうとすると，管財人等が

業務の遂行権限を掌握できないからである。

イ 信託財産との関係

受託者が，再生手続または更生手続開始決定を

受けた場合でも，信託財産に属する財産は，再生

債務者財産または更生会社財産に属しない（25条4

項，7項）。破産の際に述べたとおり，信託財産が受

託者の財産とは分離・独立した財産だからである。

ウ 受益債権と信託債権

受益債権は，再生債権，更生債権または更生担保

権とはならない（25条5項前段，7項）。信託財産を

再生債務者財産，更生会社財産に属しないものとす

る以上（25条4項，7項），受益債権を再生債権また

は更生債権・更生担保権として権利行使させ，あ

るいは配当の対象とはならないからである。また，

信託債権も，前述のとおり信託財産責任負担債務に

係る債権であって，受益債権を除くものであるから

（21条2項2号），再生債権ないし更生債権または更

生担保権とならない（25条5項後段，7項）。

3 委託者の倒産

（1）委託者の破産

委託者が破産手続開始決定を受けても，委託者の

信託にかかる信託自体は当然には影響を受けないのが

原則である。信託財産は，委託者の他の財産から分離

されて受託者に移転しており，受託者の債権者に対す

る引き当てとはならないからである。但し，破産管財

人により，双方未履行双務契約（破産法53条1項）と

して信託契約の解除がなされたときは当該信託は終了

する（163条8号）。もっとも，信託契約が双方未履行

契約であるか否かは個別の信託契約ごとに判断される

べき問題であるので，常に破産管財人の解除権が認め

られるわけではないことに留意すべきである。

（2）委託者の民事再生・会社更生

破産開始決定を受けた場合と同様，委託者の委託

にかかる信託自体は，原則として当然には影響を受け

ない。但し，再生債務者または管財人より，双方未

履行双務契約として信託契約を解除されたとき（民

事再生法49条1項，会社更生法61条1項）は，当該

信託は終了する（163条8号）。但し，信託行為が双方

未履行契約であるか否かについて，個別の判断を要す

ることは（1）の場合と同様である。

4 信託財産の破産

新法により，信託債権者の引当財産を信託財産に限定

する限定責任信託という新たな類型ができたことより

信託財産をもって弁済できない債務が増加することが予

想され，株式会社等と同様，信託財産の倒産手続が必要

とされた。そこで破産法が改正され，信託財産自体の破

産制度が創設されたものである（破産法244条の2～13）。
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1 福祉型信託の位置付け

高齢者や障害者の判断能力の不十分さを補完する

制度としては，成年後見制度がある。この制度では，

本人に代わって，成年後見人等が本人の財産を管理

する。これと併せて，高齢者や障害者の財産を管理

する手法としては，信託が有効である。

信託は，それ自体独立した自益的又は他益的な目

的を実現するために財産を本人の支配圏から離脱さ

せ，受託者にコントロールを委ねるものである。従っ

て，仮に本人の判断能力が喪失しても，信託による

財産管理は，なお継続する。

福祉型信託の用途は，単なる財産管理に止まらな

い。委託者死亡後も信託が実行されるので，親亡き

後の子の生活保障に用いることができる。また，新

信託法では，受益者死亡後に別の受益者に継がせる

後継ぎ遺贈型受益者連続信託等も明定され，信託活

用の領域が大きく拡大された。

2 高齢者・障害者の財産管理のための信託

成年後見制度は，精神上の障害により判断能力が

減退した者を支える制度であるから，身体障害のた

めに財産管理を行なうことができない者は対象外で

ある。また，成年後見人等は，本人の財産を管理す

るが，この財産はあくまでも本人の所有財産である。

保佐レベルでは，本人に相当程度の判断能力が残っ

ているため，悪徳商法から本人を守りきれないこと

がある。また，本人による浪費リスクも懸念される。

将来，判断能力が減退する場合に備えて，任意後見

契約を締結する場合でも，やはり本人の所有財産を

任意後見人が管理するという構図は同じである。

信託では，将来，判断能力が減退する場合に備え

て，信頼できる者を受託者に据えて，委託者が受益

者を兼ねる自益信託を設定して，財産の管理を行な

わせる。受託者の権限濫用を危惧する場合には，信

託監督人又は受益者代理人を指定して，受託者を監

督することが可能である。

委託者（受益者）が受託者に対し，信託財産を定時

定額払で交付することを委託すれば，老人ホームの管

理料や生活費等を毎月指定口座に送金してもらうこと

ができる。自動引落しでも，ある程度は対応できるが，

遺漏なき手配をすることに不安が残るし，本人の預貯

金のままだと，不当な解約・払戻しを防ぎきれない。

任意後見契約と信託を組み合わせると，入退院や

施設入所の手続などの身上監護面では，任意後見人

が本人の希望に即した的確な対応をし，財産管理面

では，受託者が信託目的に沿って職務を遂行すると

いう，効率的な運用が可能となる。

3 親亡き後の子をサポートするための信託

今は親が元気であるので，障害を持つ子の面倒を

親が看ているが，親の判断能力が減退したり，死亡

した場合に，残された子の面倒を誰が看るのかとい

う問題がある。また，親が死亡した後は，遺産をも

って子の生活を維持させたいが，障害者である子自

身には財産管理能力がないので，誰が子をサポート

するのかという問題もある。

任意後見契約を締結して，委任事項の中に，子に

対する支援を盛り込んでおくことで，それらの問題

に対して，ある程度は対処することが可能である。

ただ，親が任意後見契約の当事者である場合には，

親が死亡すれば契約が終了してしまう。

会員　冨永忠祐（46期）3福祉型信託の活用
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この点，信託を設定し，子を受益者とすることで，

ニーズに応えることができる。残された子がまだ若

く，必要とされる財産管理期間が長期間にわたるこ

とが予想される事案では，特に信託が有効である。

信託を設定するにあたっては，遺言代用信託（信

託法90条）を利用することができる。遺言代用信託

とは，委託者の死亡を始期として，信託から給付を

受ける権利を取得する受益者（死亡後受益者）につ

いて，次の定めのある信託契約である。

①委託者の死亡の時に受益者となるべき者として指定

された者が受益権を取得する旨の定めのある信託。

②委託者の死亡の時以後に受益者が信託財産に係る

給付を受ける旨の定めのある信託。

遺言代用信託を設定しておくと，親が死亡した後

も，親の生前の意思に基づいて設定した信託目的に

従った財産管理が実現する。

4 後継ぎ遺贈型受益者連続信託

後継ぎ遺贈型受益者連続信託とは，受益者が死亡

すると受益権が消滅し，他の者が新たな受益権を取

得する旨の定めがある信託である（信託法91条）。

従来の信託では，受益者の死亡をもって信託が終

了することとなっていたが，後継ぎ遺贈型受益者連

続信託では，信託設定時に，第二次受益者を指定す

ることで，委託者の意思に基づき，遺産分割協議を

行なうことなく，信託財産を第二次受益者に確実に

承継させることができる。

例えば，夫が自宅を受託者に信託し，自分の死後，認

知症の妻を第一次受益者とし，妻の死亡後は，長男を

第二次受益者とする信託受益権を設定する。夫が死亡

した場合，妻が自宅に居住し使用収益するが，妻が受益

権を有するのは，妻の生存中に限られる。その後，妻が

死亡すると，妻の信託受益権は消滅し，第二次受益者

である長男が新たに信託受益権を取得することになる。

後継ぎ遺贈については，相続法の秩序との関係等

から否定的な見解がむしろ有力であったが，後継ぎ

遺贈型受益者連続信託の有効性が明文化されたこと

で，今後の実務に及ぼす影響は大である。

5 福祉型信託と弁護士

現在，弁護士は，成年後見人等として家庭裁判所

から選任を受けて，後見業務に従事したり，任意の

財産管理契約に基づく受任者などとして，高齢者や

障害者の財産管理に関与している。こうした事案の

中には，親族間における紛争性の高い事案も含まれ

ているので，専門性を備えた弁護士が積極的に関わ

っていくことが，今後ますます求められる。

福祉型信託においても同様である。弁護士が受託

者に就任して，高齢者や障害者の財産管理や，親亡

き後の子の問題等に関わることが期待される。

しかし，信託業法上，信託業への参入資格は，株

式会社だけに限定されている（信託業法5条2項）。

信託業とは，信託の引受けを行なう営業であり，営業

とは，営利目的をもって業務を反復継続することで

あるから，弁護士が業務として，報酬を得て受託者

となることは，形式的には信託業に該当してしまう。

弁護士業務と信託業法との関係については，大い

に議論のあるところであり，今後の更なる法改正の動

きも注視しなければならないが，紙幅の関係で省略せ

ざるを得ない。とはいえ，仮に信託業が弁護士に開

放された場合には，大きな重責を担うことになる覚悟

と，信頼を構築する仕組み造りが必須である。



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile ()
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.6
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages false
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket true
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.1000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails true
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 524288
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Preserve
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
    /FutoGoB101-Bold
    /FutoMinA101-Bold
    /GothicBBB-Medium
    /GothicMB101-Bold
    /GothicMB101-hea
    /GothicMB101-Ult
    /Helvetica
    /Helvetica-Bold
    /Helvetica-Condensed-Bold
    /Impact
    /Jun101-Light
    /Jun34-Medium
    /Jun501-Bold
    /MidashiGo-MB31
    /MidashiMin-MA31
    /PifontSym
    /Ryumin-Bold
    /Ryumin-heavy
    /Ryumin-Light
    /Ryumin-Medium
    /Ryumin-regular
    /Ryumin-Ultra
    /ShinGo-Bold
    /ShinGo-Light
    /ShinGo-Medium
    /ShinGo-regular
    /ShinGo-Ultra
    /ShinseiKai-CBSK1
    /Times-Bold
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 150
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 150
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects true
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /ENU ()
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (sRGB IEC61966-2.1)
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements true
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




